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第３節の要旨

平成16年版　情報通信白書

インターネットをはじめとする情報通信ネットワークは、我が国においても様々な形で企業によって

活用されているが、ここ数年の急速なブロードバンド・モバイルネットワークの進展は、更なる業務・

サービスの高度化を可能とし、大きな利便性を与えている。また、電子タグ、非接触型ICカード、新た

に通信機能を備えた各種機器・端末といった新しいツールについても、実証実験や実用化への取組が活

発に行われており、新たなネットワーク活用の萌芽例が各分野で生まれつつある。

第3節においては、企業におけるブロードバンドやモバイルネットワーク、各種ユビキタスツールの活

用の現状を概観した上で、高度情報通信ネットワーク環境が企業に与える利便性・効果、企業のネット

ワーク活用の潮流について述べる。また、高度情報通信ネットワーク環境を活用した市場の動向を明ら

かにするとともに、将来ユビキタスネットワークが日本経済に与える影響を分析する。

【企業のネットワーク活用の現状】

○　ブロードバンド、モバイルネットワークの活用は着実に進んでおり、70％以上の企業が、活用する

メリットを感じている。また、消費者向け電子商取引を行っている企業のうち46.0％が携帯端末対応

を、27.9％がブロードバンド対応をするなど、消費者向け事業においても活発な活用が行われている。

○　電子商取引の対象としている端末は、現在はパソコン中心だが、今後はインターネット対応携帯電

話やネットワーク対応テレビ等を積極的に活用する意向が見られる。

○　電子タグ、非接触型ICカード等、ユビキタスツールを導入している企業はまだ少ないが、幅広い企

業が活用に関心を有している。

【企業のネットワーク活用の今後の展望】

○　様々な分野の企業において、高度情報通信ネットワークの業務への活用が進んでおり、電子タグ、

非接触型ICカード等の活用についても実証実験が進んでいる。また、海外においても同様の動きが

進んでいる。

○　米国の企業も、日本の企業と同様にユビキタスネットワークに期待している。日本企業が「場所を

問わずネットワークが利用可能」、「電子タグ等で履歴情報を追跡・管理可能」という特長を強く認

識している一方、米国企業は「ネットワークの安定性が向上」という特長への期待が強い。

【ユビキタスネットワークが日本経済に与える影響】

○　電子商取引やインターネットによる株式取引等、インターネットを活用した各種市場も順調に取引

額を伸ばしている。また、薄型テレビ、DVDビデオレコーダー、カメラ付き携帯電話といった高性

能な情報通信関連機器の売上げが好調である。

○　ユビキタスネットワーク関連市場は、平成19年（2007年）には59.3兆円、平成22年（2010年）には

87.6兆円に達すると推計され、日本経済に大きな影響を及ぼすと考えられる。



（注1）本節におけるモバイルネットワークとは、携帯電話・携帯情報端末・ノートパソコン等の各種携帯情報通信端末を活用した情報通信ネットワ
ークを指す

（注2）光ファイバ、DSL、ケーブルインターネット及び無線（FWA等）
（注3）全社的あるいは一部の事業所又は部門で構築

（％） 

総務省「通信利用動向調査」により作成 
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図表② 企業間通信網の構築状況の推移
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第３節　企業におけるネットワークの活用

1 企業のネットワーク活用の現状
（1）企業内・企業間業務における活用
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企業内・企業間における高度ネットワーク活用も進みつつある

1 高度情報通信ネットワーク環境の企業における活

用

ブロードバンド・モバイルネットワーク（注1）が低廉

化・高速化し、各種端末の低廉化・高機能化が進展す

るに伴い、日本の企業の情報通信インフラ整備も着実

に進んでおり、単なる普及の段階から、更なる高度化

の段階へと移行しつつある。

総務省「通信利用動向調査」によれば、事業所にお

けるインターネット普及率は、平成10年には19.2％で

あったのが、平成15年末には82.6％と4倍以上になった

（1-2-1（1）図表②（P.26）参照）。ブロードバンド回線

の低廉化・高速化は、事業所のブロードバンド普及に

も影響を及ぼしており、平成15年末にはインターネッ

トを利用している事業所のうち、ブロードバンド回線
（注2）を導入している事業所の比率を合計すると、42.7％

（対前年比21.0ポイント増）に達している（図表①）。

さらに、企業間通信網の構築状況においても、平成

15年末には全企業の59.3％（対前年比4.9ポイント増）

が企業間通信網を構築（注3）している。特に全社的に構

築している企業が34.2％（対前年比11.5ポイント増）

と大きく伸びており、企業間通信網は単なる普及の段

階を越えて、より深い活用が進んでいることがうかが

われる（図表②）。

ブロードバンド・モバイルネットワークは高度情報

通信ネットワーク環境の一つであるが、近年、電子タ

グ・非接触型ICカードや、新たにネットワーク対応し

た機器等、新しい端末・機器・ツール（以下、ユビキ

タスツールとする。）の活用も実用化されつつあり、

実証実験等も盛んに行われている。

（％） 

総務省「通信利用動向調査」により作成 

※　平成13年調査は複数回答。無線（FWA等）は平成14年より調査 
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図表① 事業所におけるインターネットアクセス回線の回線別利用率の推移



（注）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」で行ったアンケートは、企業のほか、病院等の非営利団体も対象としている
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主に事業者を顧客とする企業等（注）（以下、事業者向

け企業とする。）におけるユビキタスツールを活用し

たシステム／サービスの利用状況をみると、「新たに

通信機能を備えた機器を利用するシステム／サービ

ス」を7.9％の事業者向け企業が導入しているほか、

「非接触型ICカードを利用するシステム／サービス」

が3.9％と、現時点では低い利用率にとどまっている

ものの、多くの企業が今後の活用に関心を寄せている

（図表③）。利用の目的としては、非接触型ICカードは

認証や履歴情報の追跡・管理等に、電子タグは履歴情

報の追跡・管理や位置情報把握等に、新たに通信機能

を備えた機器は無人化・自動化等のオートメーション

や情報の通知・提供を中心に活用又は活用の検討が進

められている（図表④）。

高度情報通信ネットワーク環境の業務別の活用状況

では、モバイルネットワークは情報収集・共有やコミ

ュニケーション、在庫管理、販売促進といった業務で

の活用が進行中であり、携帯端末の特性をよく活かせ

る部分から導入が進んでいる。また、ユビキタスツー

ルについては、まだほとんど導入が進んでいないもの

の、在庫管理、物流・サービス提供といった分野から

導入又は導入の検討が始まっており、関心を寄せる企

業も多い（図表⑤）。
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※　新たに通信機能を備えた機器とは、GPS機能付き自動車や遠隔監視カメラ等、
従来ネットワーク機能を持たなかったが、技術の進展に伴いネットワーク機能
を持つようになった機器を指す 
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図表③ ユビキタスツールを利用したシステム／サー
ビスの導入状況

※　各システム／サービスを利用／利用検討中の事業者向け企業における比率 

74.5
36.1

19.2
53.4
62.2

20.4
31.2

16.8
4.0

28.6
57.7

18.9
15.4 30.2

50.4
12.8

25.0
40.3

8.7
25.5
26.9

6.0
4.0
0.0

0 20 40 60 80（%） 

その他 

自動監視・モニタリング 

情報の通知・提供 

無人化・自動化・遠隔制御 

位置情報把握 

キャッシュレス・チケットレス 

履歴情報追跡／管理 

認証 

非接触型ICカードを利用するシステム／サービス 
電子タグを利用するシステム／サービス 
新たに通信機能を備えた機器を利用するシステム／サービス 

図表④ ユビキタスツールを利用したシステム／サー
ビスの利用用途（複数回答）※

図表③～⑤　（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」

※　当該業務のある事業者向け企業における比率 

0

20

40

60

80
（％） 

開発設計 調達 在庫管理 商品生産 物流・ 
サービス提供 

決済 販売・ 
販売促進 

アフター 
サービス 

経理・会計 
・人事・給与 

広報 研修・労務 資産管理・ 
施設管理 

情報収集・ 
情報共有 

コミュニ 
ケーション 

53.7

34.1

47.7 47.9 45.6
36.4 39.2

63.6

19.5

8.7 5.1 6.8 3.4 2.7 4.8
15.3 12.1

21.1

8.4 5.8 6.1
3.6 2.7

29.2

1.91.4

22.8 25.2

50.2 52.3

28.2

4.25.6

24.1
17.6 17.0

10.7
17.9

7.9
2.6

11.3
2.5

モバイルネットワーク活用／活用検討中 
（参考）ネットワークを利用した情報システム導入／導入検討中 

ユビキタスツール活用／活用検討中 

図表⑤ 高度情報通信ネットワーク環境の業務別導入状況※



平成16年版　情報通信白書

第３節　企業におけるネットワークの活用

61

第

1
章

世
界
に
拡
が
る
ユ
ビ
キ
タ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
社
会
の
構
築

2 高度情報通信ネットワーク環境が企業に与えて

いるメリット

高度情報通信ネットワーク環境は、そのネットワー

ク環境を活用している多くの企業に対してメリットを

与えている。例えば、ブロードバンド、モバイルネッ

トワークを活用している企業の70％以上が、ブロード

バンド・モバイルネットワークの利用によりメリット

があると感じている。また、ユビキタスツールについ

ても、50％近くの企業がメリットを感じている（図表

⑥）。

メリットの内容としては、どのネットワーク環境も

業務スピードの向上には高いメリットを感じているほ

か、ブロードバンドについては、「ブロードバンドに

よって初めて情報通信システムが導入可能になった業

務分野がある」と回答した企業が、他の情報通信ネッ

トワーク環境よりも相対的に高いなど、ネットワーク

の特性によってメリットの内容が異なっている。

特に、ユビキタスツールの導入メリットとして、業

務コスト削減、従業員の労力軽減に加えて、経営分

析・戦略立案の高度化、顧客満足の向上、取引先との

協業の促進といった高付加価値に関する項目につい

て、ブロードバンドやモバイルネットワークよりも導

入するメリットがあるとする企業の比率が高い（図表

⑦）。

※　各ネットワーク環境を導入済みの事業者向け企業における比率 
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図表⑥ 高度情報通信ネットワーク環境が企業間・内業務に与えるメリットの有無※

※　各ネットワーク環境を導入済み・導入検討中の事業者向け企業における比率 
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図表⑥、⑦　（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 
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図表⑦ 高度情報通信ネットワーク環境が企業間・内業務に与えるメリットの内容（複数回答）※
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1 企業のネットワーク活用の現状
（2）消費者向け事業における活用
ブロードバンド・モバイルネットワークの特性を活かした電子商取引等が普及し、効果を発現

主に一般消費者を顧客とする企業等（以下、消費者

向け企業とする。）において、インターネットを活用

した電子商取引・サービス提供や広告配信等の販売促

進活動は以前から行われているが、ここ数年の急速な

ブロードバンドや携帯インターネットの普及に伴い、

従来以上に多種多様なコンテンツの配信や、携帯端末

に対応したサービスの提供・広告配信等が進んでい

る。

1 ブロードバンドに対応した電子商取引・販売促

進活動の実施状況

現在インターネットを活用して電子商取引（注）を行

っている消費者向け企業のうち、大容量コンテンツの

配信やブロードバンドでの閲覧に適したサイトを開設

するなど、ブロードバンド対応の電子商取引を行って

いる企業は27.9％であり、検討中及び関心を有してい

る企業を含めると79.7％に達している（図表①）。また、

インターネットを活用した販売促進活動においても、

ブロードバンドに対応した活動の実施が進んでいる

（図表②）。

消費者向け企業において、ブロードバンド対応にす

ることによるメリットは多岐にわたっている。「購買

者・サービス利用者が増大」、「時間を気にせず商品・

サービスの提供が可能」、「商品・サービスの販売・提

供チャネルの拡大」については、50％以上の企業がブ

ロードバンドに対応した電子商取引の利点として挙げ

ている。また、ブロードバンドに対応した販売促進に

おいては、「より細かな広告配信やマーケティング戦

略が可能」、「より細かな顧客対応が可能」といった点
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（注）ここでのブロードバンドは、日米比較のために定額制・常時接続の片道200kbps以上の速度を持つ回線として尋ねている。また電子商取引は、
インターネットを活用した物販、有料サービス提供、コンテンツの配信を指す

※　消費者向け電子商取引を行っている消費者向け企業における比率 

対応する事業がない 
13.7%
提供する 
ことはない 
6.6%

検討していないが 
関心あり 
43.8%

提供を検討中 
8.0%

現在提供している 
27.9%

図表① ブロードバンドに対応した電子商取引の実施
状況※
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11.3%
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23.8%

※　消費者向けインターネット販売促進活動を行っている消費者向け企業における
比率 

図表② ブロードバンドに対応した販売促進の実施
状況※
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商品・サービスの売上が増大 

商品・サービスの販売・提供チャネルが拡大 

時間を気にせず商品・サービスの提供が可能 

購買者・サービス利用者が増大 

※　ブロードバンドに対応した電子商取引・販売促進を実施／実施検討中の消費者向け企業における比率 

図表①～③　（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

58.1
43.9

54.8
48.6

53.0
58.3

44.0
25.9

37.6
41.7

36.2
37.2

31.6
44.3

27.9
47.5

13.6
15.7

12.5
7.4

1.9
0.0

0 10 20 30 40 50 60 70（%） 

ブロードバンドに対応した電子商取引のメリット 
ブロードバンドに対応した販売促進のメリット 

図表③ ブロードバンドに対応した電子商取引、販売促進によるメリット（複数回答）※
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を挙げる企業も4割以上に達しており、ブロードバン

ドならではの広告等が効果を発揮しつつあることがう

かがえる。

このほか、ブロードバンドに対応した電子商取引の

利点として、「ブロードバンドでなければできなかっ

たサービスが提供可能」と答えた企業が36.2％に上っ

ている。ブロードバンドの普及は、新しい事業チャン

スの拡大にも貢献している（図表③）。

2 携帯端末に対応した電子商取引・販売促進活動

の実施状況

現在インターネットを活用して電子商取引を行って

いる消費者向け企業のうち、インターネット対応型携

帯電話等、携帯端末に対応した電子商取引を行ってい

る企業は46.0％であり、ブロードバンド対応の電子商

取引よりも活用が進んでいる（図表④）。また、販売促

進活動においても、携帯端末への対応が進んでいる

（図表⑤）。

携帯端末に対応した消費者向けの電子商取引のメリ

ットとして、60％以上の企業が「商品・サービスの販

売・提供チャネルの拡大」、「購買者・サービス利用者

が増大」、「時間を気にせず商品・サービスの提供が可

能」を挙げている。また、携帯端末に対応した販売促

進活動においては、「リアルタイムの情報収集・提供

が可能」なことをメリットに挙げる企業は47.3％に達

しており、消費者がどこにいても適時に情報配信が可

能な携帯端末が販売促進に活かされている（図表⑥）。

対応する事業がない 
5.6%

提供すること 
はない 
10.7%

検討していないが 
関心あり 
27.8%

提供を検討中 
9.9%

現在提供している 
46.0%

※　消費者向け電子商取引を行っている消費者向け企業における比率 

図表④ 携帯端末に対応した電子商取引の実施状況※

無回答 
0.8%

提供すること 
はない 
13.8%

検討していないが 
関心あり 
44.3%

提供を検討中 
12.4%

現在提供している 
28.8%

※　消費者向けインターネット販売促進活動を行っている消費者向け企業における
比率 

図表⑤ 携帯端末に対応した販売促進の実施状況※

※　携帯端末に対応した電子商取引・販売促進を実施／実施検討中の消費者向け企業における比率 

図表④～⑥　（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

65.5
61.1
61.3

47.8
60.7

50.8
35.8

32.9
31.3

47.3
26.2
28.4

23.9
20.8
21.4

33.8
15.6

8.7
13.2
11.7

1.1
5.1

0 10 20 30 40 50 60 70（%） 

その他 

導入／運営コストの削減 

新規ビジネスへの参入が可能 

より細かな広告配信やマーケティング戦略が可能 

モバイル端末であるからこそ価値の出るサービスが提供可能 

より細かな顧客対応が可能 

リアルタイムの情報提供・情報収集が可能 

商品・サービスの売上が増大 

時間を気にせず商品・サービスの提供が可能 

購買者・サービス利用者が増大 

商品・サービスの販売・提供チャネルの拡大 

携帯端末に対応した電子商取引のメリット 
携帯端末に対応した販売促進のメリット 

図表⑥ 携帯端末に対応した電子商取引、販売促進によるメリット（複数回答）※
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3 消費者向け企業におけるユビキタスツールの活

用状況

電子タグ、非接触型ICカード、情報家電やネットワ

ーク対応テレビ等のユビキタスツールを利用した消費

者向けサービスの提供は、まだ始まったばかりであり、

本格的に活用している企業は少ない。しかし、7.2％

の企業が非接触型ICカードを、6.2％の企業が電子タグ

を利用した消費者向けのサービス提供を検討している

など、実用化に向けた検討が進んでいる。また、電子

タグ、非接触型ICカード、ネットワーク対応テレビ等

の情報家電等、新たに通信機能を備えた機器のいずれ

においても、関心を有している企業は50％を超えてお

り、非常に広範囲の企業において関心が持たれている

（図表⑦）。

ユビキタスツールを活用又は活用検討中の企業が、

どのような分野で活用又は活用を予定しているかを尋

ねたところ、ショッピング（商品の販売）への活用が

多くのユビキタスツールにおいて6割以上の高い比率

を示している。また、ショッピング以外の分野では、

非接触型ICカード埋込型携帯電話については娯楽や交

通分野への活用が、電子タグについては食品関連の分

野での活用が期待されている（図表⑧）。また、活用機

能としては、電子タグについては履歴情報把握、キャ

ッシュレス、認証、位置情報把握といった機能を、非

接触型ICカードや非接触型ICカード埋込型携帯電話に

ついてはキャッシュレス、チケットレス、認証といっ

た機能を用いた活用又は活用の検討がなされている

（図表⑨）。
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1.6
7.2 54.1 37.1

42.750.2

55.8

6.2
0.8

0.9

2.5
40.8

※　新たに通信機能を備えた機器とは、ネットワーク対応テレビ等の情報家電、IPv6等を利用したネットワークカメラ等、従来ネットワーク機能を持たなかったが、技術の
進展に伴いネットワーク機能を持つようになった機器を指す 

0 20 40 60 80 100（%）

新たに通信機能を 
備えた機器※ 

電子タグ 

非接触型ICカード 

現在サービス提供 
している 

関心あり、サービス提供 
を検討中 

具体的に検討していないが、 
関心はある 

関心なく、サービス提供 
することもない 

図表⑦ ユビキタスツールの活用状況

就労 食品関連 
（情報提供、履歴管理等） 

交通 娯楽 ショッピング 
（商品の販売） 

10
20
30
40
50
60
70
80
（％） 

※　各ツールを活用中／活用検討中の消費者向け企業に占める比率 
 
 

68.0 72.6

11.3

14.7

7.7

0.0

68.3
57.2 59.0

19.0
25.2

49.4

27.4

7.6
0.0

5.3

14.5

31.631.6
23.5

非接触型ICカード 
非接触型ICカード埋込型携帯電話 

電子タグ 
新たに通信機能を備えた機器 

図表⑧ ユビキタスツールを活用／活用検討中の分野
（複数回答）※

0
10
20
30
40
50
60
70
80

（％） 

位置情報把握 チケットレス 履歴情報提供 
・追跡・管理 

認証 キャッシュレス 

※　各ツールを活用中／活用検討中の消費者向け企業に占める比率 

図表⑦～⑨　（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

26.8

28.5

59.2

72.7

14.56.0
34.3

31.6
34.4

57.2

31.6
40.8

23.9

41.1

16.0
20.9

35.7
40.9

64.7

38.6

非接触型ICカード 
非接触型ICカード埋込型携帯電話 

電子タグ 
新たに通信機能を備えた機器 

図表⑨ ユビキタスツールを用いて活用／活用検討中
の機能（複数回答）※
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4 電子商取引・販売促進に活用されるネットワー

ク機器の動向

従来のインターネットを利用した電子商取引や販売

促進等においては、消費者はパソコンでネットショッ

ピングや広告閲覧をすると想定されていた。しかし、

高性能な携帯電話端末が普及し、ネットワーク対応テ

レビ等新たなネットワーク対応機器が実用化されつつ

ある中、企業もそれらの機器を積極的に活用し、電子

商取引や販売促進を行おうとしている。

現在、インターネットを利用した電子商取引の対象

としている機器・端末を尋ねたところ、パソコンが

89.7％、インターネット対応型携帯電話が43.9％と高

い比率を占めている。しかし、今後新たに電子商取引

の対象とする端末を尋ねたところ、インターネット対

応型携帯電話に次いでネットワーク対応テレビが

11.1％と高い比率を占めており、その他情報家電（注）も

6.3％となっている（図表⑩）。

同様にインターネットを利用した販売促進活動にお

いても、今後新たに販売促進活動の展開を検討してい

る機器・端末として、ネットワーク対応テレビがイン

ターネット対応型携帯電話に次いで注目を集めてお

り、新たな電子商取引・販売促進チャネルとしてネッ

トワーク対応テレビやその他情報家電を活用する動き

が見られる（図表⑪）。

（注）ここでの「その他情報家電」は、ネットワーク対応型のカー・ナビゲーション・システム、テレビ、ゲーム機、インターネット対応型固定電
話を除く、情報家電を指す

その他情報家電 

ネットワーク対応ゲーム機 

ネットワーク対応テレビ 

ネットワーク対応カー・ナビゲ 
ーション・システム 

インターネット対応型固定電話 

ネットワーク対応PDA

インターネット対応型携帯電話 

パソコン 

※　インターネットを利用した電子商取引を実施中の消費者向け企業 

【現在】 【将来新規】 

1.6

21.9

10.2

2.7

2.5

11.1

3.5

6.3

43.9

3.7

3.7

0.6

0.0

0.0

0.7

89.7
0 10 20 30（％） 020406080100（％） 

図表⑩ インターネットを利用した電子商取引の対象としている機器・端末（現在・将来新規）（複数回答）※

※　インターネットを利用した販売促進活動を実施中の消費者向け企業 
 

図表⑩、⑪　（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」

【現在】 【将来新規】 
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0.8
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0.0

0.0

0.8

94.9 1.5

6.0

2.2

2.3

7.7

3.7

3.4

27.1

その他情報家電 

ネットワーク対応ゲーム機 

ネットワーク対応テレビ 

ネットワーク対応カー・ナビゲ 
ーション・システム 

インターネット対応型固定電話 

ネットワーク対応PDA

インターネット対応型携帯電話 

パソコン 

0 10 20 30（％） 020406080100（％）   

図表⑪ インターネットを利用した販売促進活動を展開している機器・端末（現在・将来新規）（複数回答）※
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1 企業のネットワーク活用の現状
（3）企業のネットワーク活用状況の日米比較
日本企業はユビキタスツールに従来のネットワーク環境とは異なるメリットを認識

米国企業でも、高度情報通信ネットワーク環境の活

用が進んでおり、様々なメリットが認識されている。

他方、ネットワーク環境やネットワークに対する企業

の認識の違いから、企業のネットワーク活用状況やネ

ットワーク活用によるメリット感に日本との違いも見

られる。

1 ネットワーク導入状況の比較　

事業者向け企業における企業間通信網（WAN）、イ

ンターネット接続環境といった基礎的なネットワーク

インフラの導入率を比較すると、日米ともに同程度の

導入率となっており、大きな差は見られなかった。他

方、モバイルネットワークの活用状況においては、社

外からの携帯端末による接続可能な環境については導

入率がほぼ同じものの、社内における無線LAN環境の

構築率において米国が61.6％、日本が47.1％と差が見

られる（図表①）。

2 ブロードバンド・携帯端末対応電子商取引の実

施状況の比較

消費者向け企業において、ブロードバンド（注）対応

の電子商取引を実施している企業の比率は米国の方が

高い一方で、携帯端末に対応した電子商取引を実施し

ている企業の比率は日本の方が高い（図表②）。これは、

日本において携帯インターネットの普及が進んでおり

（1-1-1（2）（P.9）参照）、インターネット対応型携帯電話を

活用したビジネスが盛んであることを示している。
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※　事業者向け企業における比率 

無線LANの構築  社外から社内システムへの 
携帯端末による接続 

 企業間通信網（WAN）  
（日本） （米国） （日本） （米国） （日本） （米国） 
インターネット接続環境 

 
（日本） （米国） 

100.0 100.0

85.6
78.8

50.6
57.3

47.1

61.6

86.5

13.5 8.2

91.8

32.8

52.8 50.3

12.9 12.0 3.8

45.3
43.3

38.2

23.4

37.7

28.5

0

20

40
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80

100
（%） 

一部に導入 全社的に導入 

図表① 日米のネットワークインフラの導入状況※

100

※　消費者向けに電子商取引を行っている消費者向け企業における比率　 

図表①、②　（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

【ブロードバンド対応】 【携帯端末対応】 

0 20 40 60 80

米国 

日本 

0 20 40 60 80 100（％） （％） 

米国 

日本 27.9 8.0 43.8 6.6 13.7 46.0 9.9 27.8 10.7 5.6

14.621.913.8 23.1 26.54.57.317.011.659.6

現在提供している 
関心はなく、今後提供することはない 

現在提供を検討中である 
ブロードバンド・携帯端末対応の電子商取引を活用可能な事業がない 

具体的に検討していないが、関心はある 
ブロードバンド・携帯端末に対応した電子商取引サービスを、 

図表② 日米の消費者向け電子商取引のブロードバンド・携帯端末対応状況※

（注）ここでのブロードバンドは、日米比較のために定額制・常時接続の片道200kbps以上の速度を持つ回線として尋ねている
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3 ネットワーク活用によるメリットの比較

高度情報通信ネットワーク環境を利用することによ

るメリットを尋ねたところ、どのネットワーク環境に

関しても、「業務スピードの向上」を挙げた企業の比

率は日本の方が高い。また、「業務コストの削減」や

「従業員の労力の軽減」等、業務の効率化に関する項

目については日米とも大きな差はなく、日本が米国を

上回る項目も見られる。他方、「売上の拡大」、「経営

分析・経営戦略立案の高度化」といった高付加価値化

に関する項目については、米国の方がメリットを感じ

ている企業の比率が高い（図表③）。

ただし、ブロードバンド利用によりメリットがある

とする企業の比率とユビキタスツール利用によるメリ

ットがあるとする企業の比率を比較すると、米国では

ユビキタスツールにメリットを感じる企業の比率が低

い傾向があるのに対して、日本では「顧客満足の向上」、

「売上の拡大」、「取引先との協業促進」等の高付加価

値化に関する項目を中心に、メリットがあると答える

企業の比率が高い（図表④）。このことは、電子タグ、

非接触型ICカード等のユビキタスツールへの期待にお

いて、日本企業の方が米国より全般的に高く、かつ、

従来の情報通信ネットワークとは異なった活用法を考

えていることがうかがえる。

※　当該ネットワーク環境を利用中／利用を検討中の事業者向け企業における比率 

【ブロードバンド】 

【業務効率化】 

【高付加価値化】 

【業務効率化】 

【高付加価値化】 

【業務効率化】 

【高付加価値化】 

【ユビキタスツール】 

【モバイルネットワーク】 

情報システムの 
導入が可能となった 
業務がある 
（日本:11.2、米国:27.9） 

経営分析・ 
経営戦略立案の 
高度化 

（日本:7.2、米国:28.2） 

売上の拡大 
（日本:8.5、米国:26.8） 

取引先との協業の促進 
（日本:9.2、米国:25.2） 

顧客満足の向上 
（日本:30.8、米国:41.5） 

ペーパーレス化 
の促進 

（日本:25.9、米国:47.1） 

業務コスト 
の削減 
（日本:29.3、 
米国:40.2） 

従業員の労力の 
軽減 
（日本:49.3、米国:34.3）

50

0
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情報システムの 
導入が可能となった 
業務がある 
（日本:31.4、米国:47.5） 

経営分析・ 
経営戦略立案の 
高度化 

（日本:9.4、米国:32.2） 

売上の拡大 
（日本:5.0、米国:29.9） 

取引先との協業の促進 
（日本:13.2、米国:35.5） 顧客満足の向上 

（日本:15.2、米国:57.5） 

ペーパーレス化 
の促進 

（日本:27.8、米国:40.9） 

業務コスト 
の削減 

（日本:45.1、 
米国:52.8） 

従業員の労力の 
軽減 
（日本:34.7、米国:40.2） 

業務スピードの向上 
（日本:83.6、米国:82.5） 

業務スピードの向上 
（日本:83.2、米国:63.4） 
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情報システムの 
導入が可能となった 
業務がある 
（日本:12.1、米国:34.0） 

（日本:17.8、米国:37.4） 

経営分析・ 
経営戦略立案の 
高度化 

売上の拡大 
（日本:9.0、米国:22.7） 

取引先との協業の促進 
（日本:15.3、米国:22.4） 

顧客満足の向上 
（日本:34.3、米国:49.6） 

ペーパーレス化 
の促進 

（日本:29.3、米国:49.5） 

業務コスト 
の削減 
（日本:50.4、 
米国:59.6） 

従業員の労力の 
軽減 
（日本:59.0、米国:47.2） 

業務スピードの向上 
（日本:84.1、米国:70.5） 

 

日本 

米国 

日本 

米国 

日本 

米国 

図表③ 高度情報通信ネットワーク環境利用によって得られるメリットの日米比較※

※　ユビキタスツール利用によるメリットがある企業の比率から、ブロードバンド
利用によるメリットがある企業の比率を引いた値 

図表③、④　（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

【業務効率化】 

【高付加価値化】 

（日本:‐19.3、 
米国:‐13.5） 

情報システムの 
導入が可能となった 
業務がある 

（日本:8.4、米国:5.2） 
 

経営分析・ 
経営戦略立案の 
高度化 

売上の拡大 
（日本:4.0、米国:‐7.2） 

取引先との協業の促進 
（日本:2.1、米国:‐13.1） 

顧客満足の向上 
（日本:19.1、米国:‐7.9） 

ペーパーレス化 
の促進 
（日本:1.5、米国:8.6）

業務コスト 
の削減 
（日本:5.3、 
米国:6.8） 

従業員の労力の 
軽減 
（日本:24.3、米国:7.0） 

業務スピードの向上 
（日本:0.5、米国:‐12.0） 

－15

－30

0

15

30（%） 

日本 
米国 

図表④ ユビキタスツール利用によるメリットとブロ
ードバンド利用メリットの差※の日米比較
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2 企業のネットワーク活用の今後の展望
（1）国内外における新たなネットワーク活用の萌芽例
国内・国外ともに、企業における新たなネットワークの活用の萌芽例が生まれている

現在、ネットワークの高度化とその活用への取組は

様々な分野で広がっており、ここ数年で急速に普及し

たブロードバンド・モバイルネットワークを利用し

て、様々なサービス事業が展開されている。同時に、

電子タグ、非接触型ICカードや、情報家電等の新しい

端末・機器・ツール（ユビキタスツール）の活用も実

用化されつつあり、ネットワークのビジネスにおける

活用の萌芽例としてとらえることができる。

企業内・間業務の効率化・高付加価値化にも、電子

タグや携帯端末の活用等、新たなネットワーク活用の

萌芽例がいくつも生まれている。特に、電子タグは、

接触せずに読み書きが可能であること、複数のものを

一度に読み取ることができること、小型化によりあら

ゆるものに添付することが可能であること等から、物

流・商品管理、顧客への情報提供等、様々な分野での

活用が期待されている。

例えば、電子タグの実用化は、現在は個別の企業内

でとどまっているケースがほとんどであるが、今後は

複数の企業間における活用や、消費者に対する情報提

供等のサービスまでを含めた包括的な活用が期待され

ており、そのための実証実験が国内外で行われている

（図表①、②）。

平成16年版　情報通信白書

 

総務省「ユビキタスネットワーク時代における電子タグの高度利活用に関する調査研究会報告書」により作成 

生鮮品管理 
（マークス＆スペンサー） 

流通在庫・店頭在庫管理 
（Tesco、Metro、Wal-Mart） 

リアルタイム在庫管理 
（GAP） 

共同物流管理 
（スーパーの物流子会社） 

 

商品情報提供サービス 
（プラダ） 

動物の管理 
（フランス、 
動物ID普及 
推進会議） 

廃棄物管理 
（カナダ） 

調達 

調達 製造 倉庫 卸 物流 店舗 サービス リサイクル 

物流 リサイクル 

スイカ 
（JR東日本） 

イモビライザ 
 

販売データ蓄積 
（あきんどスシロー） 

文書管理 
（NRI） 

貨物コンテナ管理 
（JR貨物） 

医療関連 リネンサプライ 航空貨物 
（国土交通省、BA） 

スポーツの 
時間計測 
（日立） 

図書館管理 
（九州大学） 

出版関係 
（日本出版インフラセンター） 

流通在庫管理・商品情報提供サービス 
（マルエツ） 

 

農産物トレーサビリティ 
（中央農業総合研究センター、T-Engineフォーラム、農林水産省、総務省） 

アパレル関連 
（アパレル産業会、Liti） 

消防・ 
防災分野 

携帯への 
フェリカの搭載 
（NTTドコモ） 

家電リサイクル 
（三菱マテリアル） 

工場内の部品在庫管理 
（フォード） 

工場内の部品 
在庫管理 

（凸版印刷） 

在庫自動管理、運搬物 
トラッキング（米・国防総省） 

 
郵便物仕分け 

（イタリア、ポステ･イタリアーネ） 
倉庫管理 

（figleaves.com） 

：日本 

図表① 国内外の電子タグの活用事例



平成16年版　情報通信白書

第３節　企業におけるネットワークの活用

69

第

1
章

世
界
に
拡
が
る
ユ
ビ
キ
タ
ス
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
社
会
の
構
築

1 国内における萌芽例

（1）物流・在庫管理における活用

従来、物流・在庫管理等の業務においては、バーコ

ードを添付した商品・ケースを一つひとつリーダーで

読み込み、商品管理することが一般的であった。電子

タグを利用すると情報を一括で読み込むことが可能で

あるほか、自動検品、単品の商品管理、防犯等、新し

い活用方法が可能となることから、現在様々な事業分

野において横断的な実証実験が行われている。

衣料品分野では、従来、物流の各過程において検品

のために製品のバーコードを一つひとつ手作業で読み

取っており、その作業や人件費が大きな負担であった。

電子タグを活用すれば非接触で一括読み取りが可能と

なるために、費用削減効果が期待されている。平成16

年1月より、衣料品の製造から小売までの各業務領域

の企業の共同による、一貫した物流・在庫管理のため

の電子タグ利用実験が行われた。

出版分野では、書籍に電子タグを取り付け、物流倉

庫での電子タグ読み取り精度や棚卸・在庫管理等の効

率向上、店頭での万引き防止効果等の検証を行う実証

実験が平成16年2月から行われた。

このほか、電子タグは商業利用以外にも多数の応用

例が考えられる。九州大学では、約5,000冊の蔵書に電

子タグを取り付け、貸出・返却の簡易化、無断持ち出

しの防止、蔵書点検に活用している。

また、携帯端末の利点を生かして、物流の効率化に

活用しているケースもある。例えば、自動販売機に取

り付けた無線通信端末から、携帯電話網を介して自動

販売機の在庫情報、売上情報、故障情報等を送信する

ことで、自動販売機の状態を社員がその場に足を運ぶ

ことなく把握することが可能になるほか、流通センタ

ーで、サーバーに送信された情報を見ることで、時機

に応じた商品供給が可能となっている。

（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

事業分野 企業・組織名 活用範囲 時期 概要 

衣料品 
 
航空貨物 
 
 
出版 
 
 
物流・小売 
 
 
農産物・小売 
 
 
 
図書館管理 
 
飲食店 
 
 
 
運輸 

オンワード樫山、
三陽商会等 
次世代空港シス
テム技術研究組
合 
日本出版インフラ
センター、三省堂
書店、昭和図書 
NTTデータ、丸
紅、マルエツ 
 
よこすか葉山農
業組合、京急ス
トア、T-Engine 
フォーラム 
九州大学 
 
あきんどスシロー 
 
 
 
JR貨物 

物流・在
庫管理 
物流 
 
 
物流・在
庫管理・
販売管理 
流通・情
報提供 
 
食品履歴
管理・情
報提供 
 
在庫管理・
貸出・返却 
販売管理 
 
 
 
貨物物流
管理 
 

平成16年1月 
～3月（実験） 

平成16年2月 
～8月（実験） 

 
平成16年2月 
～4月（実験） 

 
平成15年9月 
～11月（実験） 
 
平成16年1月 
～2月（実験） 

 
 
平成15年2月 
～（本運用） 

平成14年2月 
～（本運用） 

 
 
平成16年1月 
～（本運用） 

 

衣料品事業での一貫した物流・在庫管理のための利用
実験 
成田空港から出発する旅客の手荷物を宅配企業が引き
受け、電子タグを取り付ける。旅行者は手荷物なしで
搭乗手続を行い、到着空港で荷物を受け取る実験 
書籍に電子タグを添付し、物流倉庫での電子タグ読み
取り精度の検証や棚卸・在庫管理等の簡便化等の実証
実験 
生鮮食料品、加工食品、日用雑貨等に電子タグを取り
付け、生産から消費者に至る参加者に履歴情報等の情
報を提供する実験 
農作物に電子タグを取り付け、生産過程から流通過程
までの履歴や生産者のメッセージを携帯型読取装置に
より自動的に記録。消費者は店頭の専用端末により情
報を確認できる 
約5,000冊の蔵書に電子タグを取り付け、貸出・返却の
簡易化、無断持ち出しの防止、蔵書点検に活用 
回転寿司の皿に電子タグを取り付け無線管理。時間 
帯・曜日ごとの商品の売れ筋データを把握すること
で、廃棄ロスを低減し、適量・適切な種類の寿司を店
頭に出すことが可能 
GPSで位置を把握したフォークリフトに無線LANを通
じて作業内容を連絡、また、貨物コンテナに電子タグ
を取り付けることで、時間の大幅な節約・人員効率化
が可能に 

図表② 国内の電子タグ実証実験・実用化の例
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（2）営業における活用

携帯端末は高性能化し、営業における活用のほか、

GPSや機器の自動監視機能との連携等により、活用範

囲が広がっている。

例えばGPS対応型携帯電話端末を外出の多い営業社

員に持たせることで、パソコンや携帯電話の画面上か

ら営業担当者の位置を確認することが可能となり、こ

の位置情報を活用することで、より効率的な営業が可

能となっている（図表③）。

（3）テレワークにおける活用

インターネットや携帯端末を活用した社外からの遠

隔勤務（テレワーク）は、従来から様々な企業で活用

されてきたが、ここ数年で始まった定額制モバイル通

信サービスやブロードバンドの普及により、従来以上

に低廉な価格で高度なテレワーク環境を構築すること

が可能となり、一層利便性・効率性が増している。

例えば、ある企業では、オフィスには社員の2割分

の執務スペースのみを確保し、その日の仕事の都合に

応じて自宅のパソコンや社外の公衆無線ＬＡＮサービ

ス等の提供エリア、顧客先等からネットワークに接続

して業務する勤労形態をとっている。社内の書類も電

子化し、ネットワーク上での情報共有を基本として、

省スペース、ペーパーレス化を進めている。その結果、

テレワークにかかる情報通信コストを上回るオフィス

コストの削減に成功したほか、業務の効率化にもつな

がっている。

平成16年版　情報通信白書

GPS携帯 
ブラウザ画面上で行動管理 

携帯電話上でも車両位置や 
営業担当者の位置の確認が可能 

現在位置表示 

社内環境にアクセスし、 
営業日誌の記載や見積書等の 
情報取得が可能 

GPSアンテナ 
車載アンテナ 

GPS搭載車両 

モバイル 
ネットワーク 
モバイル 

ネットワーク 

モバイル 
ネットワーク 
モバイル 

ネットワーク データベース 
サーバー 

自席 

位置情報管理センター 

社内環境 

社　内 社　外 

（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」

図表③ 携帯端末の営業への活用例
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2 海外における萌芽例

海外においても、各国でモバイルネットワークの活

用が進んでおり、電子タグについても先進的な取組が

行われている。

モバイルネットワークにおいては、工場に無線LAN

を構築し、組み立てラインで利用する資材の補充や運

搬に活用するなど、事業や業務の効率化を可能として

いる例がある。米国のある大手運輸事業者では、無線

LANと Bluetoothを併用したバーコード読み取り機を

約55,000人に支給し、荷物管理の効率化を行っている。

読み取り機は、指輪のように指に装着できる仕組みに

なっており、読み取ったバーコード情報をBluetoothで

腰のベルトに取り付けた無線LAN装置に伝送し、ベル

トからは無線LANで中央のコンピュータに情報を送信

する（図表④）。

電子タグの利活用は海外でも大きな話題となってい

る。米国国防総省が、納入物資への電子タグの取付を

2005年から義務付ける方針を発表したほか、米国のあ

る大手小売事業者が、2005年までに自社との大口取引

企業には電子タグの取付を求めるなど、官民ともに商

品管理・物流分野等において、電子タグの利活用に向

けた動きが本格化している（図表⑤）。

事業分野 企業・組織名 概要 

物流 

製造 

製造 

自治体 

サービス 

自治体 

UPS（米国） 

ゼネラルモーターズ（米国） 

スケッチャーズ（米国） 

デンバー州、オーロラ市（米国） 

スコティッシュウォーター（英国） 

ルイシャム（英国） 

物流センターに無線LANとBluetoothを導入し、荷物情報の取得・管理

及び仕分け作業の効率化により生産性を35％向上 

北アメリカの工場25か所に無線LANを導入し、組み立てラインで利用

する資材の補充や運搬に活用 

2002年に配送センターに無線在庫管理システムと携帯端末を導入し、

物流関連作業及び文書管理を効率化、経費を年間約100万ドル削減 

無線LANネットワークと携帯電話向けパケット通信（GPRS）ネットワ

ークを組み合わせ、市内のパトカー及び消防車との通信に利用し、現

場の警察官・消防士と本部の接続をリアルタイム化 

水道管等の工事を行うフィールドエンジニアにノートパソコンを携帯

させ、顧客から依頼があった工事予約の日時を外出先から参照可能に

した。このシステムにより、導入初年度で約1,800万ポンドの経費削減

を達成 

行政機関のソーシャルワーカーがノートパソコンを携帯することで、

年金生活者の訪問の際に、相手の相談内容に適したサービスの情報を

オフィス内のシステムからダウンロードできるようになっている 

（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

図表④ 海外の携帯端末・無線LAN環境の業務における活用例
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 （出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

事業分野 企業・組織名 活用範囲 時期 概要 

小売 

 

 

 

小売 

 

 

 

小売 

 

 

物流 

 

物流 

 

 

衣料品 

 

 

石油 

 

 

 

郵便 

 

 

官公庁 

 

マークス＆スペ

ンサー（英国） 

 

 

メトロ（ドイツ） 

 

 

 

ウォルマート 

（米国） 

 

DHL（ドイツ） 

 

アソシエイテッ

ド・フード・ス

トアーズ（米国） 

ゴールドウィン

・ヨーロッパ 

（イタリア） 

エクソンモービ

ル（米国） 

 

 

ポステ・イタリ

アーネ 

（イタリア） 

国防総省（米国） 

 

物流管理・

在庫管理 

 

 

物流管理・

在庫管理・

商品情報提

供 

物流管理・

在庫管理 

 

物流管理 

 

物流管理 

 

 

物流管理・

不正流通防

止 

自動精算 

 

 

 

郵便物仕分

け 

 

物流管理・ 

運搬物追跡 

 

食品：2004年内 

（運用予定） 

衣料品：～2004年

7月まで実験 

在庫管理：2004年

11月～（運用予定） 

商品情報提供：

2003年4月～（実験） 

2005年1月～ 

（運用予定） 

 

2005年内に運用予

定 

2001年10月～ 

（本運用） 

 

2000年～（本運用） 

 

 

1997年11月～ 

（本運用） 

 

 

2000年～（本運用） 

 

 

2005年1月～ 

（運用予定） 

 

冷凍食品・生鮮食品のプラスチックトレイに読み書き

可能な電子タグを取り付け、冷凍食品の輸送の最適化

を実施。また、衣料品にも取り外しが可能な電子タグ

を取り付け、物流/在庫管理の効率化を推進 

商品搬入時に使用するパレットに電子タグを取り付け、

管理を行う。店頭では商品を手に取り、設置してある

読み取り機に近づけるとディスプレイに商品情報等を

表示 

2005年1月までに主要な納入業者に電子タグを商品の容

器又は搬送用パレットに取り付けることを要請し、物

流の効率化を推進予定 

輸送する商品に電子タグを取り付け、輸送状況の管理

を実施 

トラックに電子タグを取り付け、物流センター入口で

ドアの位置と冷蔵室の積載状況を読み込み、トラック

の出庫口へのスムーズな誘導を実施 

中国で製造を行い、イタリアに輸入するスポーツウェ

アに電子タグを取り付け、輸送の効率化、輸送途中で

の盗難防止及び不正商品流通の防止を実施 

セルフ式のガソリンスタンド等において、無料で配布

される電子タグを読み取り機にかざすと、事前に登録

しておいたクレジットカード会社に照会して、自動給

油を実施 

行き先情報が入力された電子タグを郵便袋に取り付け、

自動仕分けや目的地に届くまでの経路・時間調査を実

施 

2005年1月までに物品納入業者が用いる運搬ケースやパ

レットに電子タグの取付を義務付け、2004年1月より複

数の実験計画を実施 

図表⑤ 海外の電子タグ実証実験・実用化の例
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ユビキタスネットワークに対して大きな期待が寄せられている

1 ユビキタスネットワークへの企業の期待

現在日本の多くの企業において、消費者向け企業、

事業者向け企業ともに、ブロードバンド・モバイルネ

ットワークの導入・活用が進んでおり、様々な形で高

度情報通信ネットワーク環境の恩恵を受けている。他

方、電子タグ、非接触型ICカード、情報家電等の活用

は始まったばかりであり、現状の利用率は低いものの、

消費者向けサービス、事業者向けビジネスの高付加価

値化、自社内の業務効率化のすべてにおいて、ユビキ

タスネットワークへの期待は高くなっている。

ユビキタスネットワークが生み出す特長のうち、ど

のような要素が事業・業務に強い影響を与えるかを尋

ねたところ、「場所を問わずネットワークが利用可能」

というモバイルネットワークの特性、「大容量の情報

を安価で受発信可能」とするというブロードバンドの

特性、「簡単な操作で情報通信機器が利用可能」、「電

子タグ等で履歴情報が追跡・管理可能」、「情報通信端

末が様々な用途で利用可能」といったユビキタスツー

ルの特性について、特に大きな影響を与えると期待さ

れている。また、消費者向け企業と事業者向け企業と

を比較すると、前者は、「簡単操作で情報通信機器が

利用可能」になることや、「あらゆる端末・ネットワ

ークでサービス展開可能」といった消費者の利便性が

向上する特長への関心が高く、後者は、「電子タグ等

で履歴情報が追跡・管理可能」や、「監視やセンシン

グの利用が促進」といった特長への関心が高い（図表

①）。

また、事業者向け企業に最も大きな影響を与える要

素を尋ねたところ、電子タグ等による履歴情報管理、

監視やセンシングの利用促進、あらゆる端末・ネットワ

ークでサービス展開が可能といったユビキタスネット

ワークならではの項目について、多くの企業が事業や

業務に最も大きな影響を与えると回答している（図表

②）。

0 10 20 30 40 50 60 70（％） 

特に大きな影響はない 

その他 

ネットワークの安定性が向上 

あらゆる端末・ネットワーク 
でサービス展開可能 

GPS等位置情報の有効利用促進 

監視やセンシングの利用が促進 

高セキュリティな情報通信 

家電等が情報通信機能を持つ 

人・モノに合わせたサービス 
提供管理が可能 

情報通信端末が様々な用途で 
利用可能 

電子タグ等で履歴情報が追跡 
・管理可能 

簡単操作で情報通信機器が利 
用可能 

大容量の情報を安価で受発信 
可能 

場所を問わずネットワークが 
利用可能 57.7

55.0

55.0
49.3

53.0
53.6

45.9
49.2

42.2
34.7
40.6
43.5

39.9
29.8

31.4
29.9

31.3
37.7

24.6
24.9

7.0
5.4
4.6
5.1

61.2

58.5

59.8

61.5

事業者向け企業 消費者向け企業 

図表① 事業・業務に大きな影響を与えるユビキタス
ネットワークの特長（複数回答）

図表①、②　（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

0 5 10 15 20（％） 

11.8
11.6

10.6
8.8
8.1

6.9
4.7

13.7
4.6

19.2

電子タグ等で履歴情報が追跡・管理可能 
監視やセンシングの利用が促進 
あらゆる端末・ネットワークでサービス展開可能 
人・モノに合わせたサービス提供管理が可能 
場所を問わずネットワークが利用可能 
大容量の情報を安価で受発信可能 
高セキュリティな情報通信 
情報通信端末が様々な用途で利用可能 
その他 
特に大きな影響はない 

図表② 事業・業務に最も大きな影響を与えるユビキ
タスネットワークの特長（事業者向け企業、
一つだけ回答）
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2 ユビキタスネットワークへの期待の日米比較

自社の事業に影響を及ぼすユビキタスネットワーク

の持つ特長について尋ねたところ、日米の企業ともに

ユビキタスネットワークの生み出す様々な特長につい

て幅広く評価している。日本企業が「場所を問わずネ

ットワークが利用可能」、「電子タグ等で履歴情報が追

跡・管理可能」といった特長を強く認識している一方、

米国企業は「ネットワークの安定性が向上」といった

特長への期待が強い。

また、最も期待する特長は、米国企業では「大容量

の情報を安価で受発信可能」や「高セキュリティな情

報通信」等、従来のネットワーク機能の更なる高度化

から得られるメリットを挙げている企業が多いのに比

べ、日本企業では「電子タグ等で履歴情報が追跡・管

理可能」、「あらゆる端末・ネットワークでサービス展

開可能」といった、ユビキタスネットワークならでは

の特長を挙げている企業が多い（図表③）。ユビキタス

ネットワークを新たな特性を持った情報通信技術とし

てとらえ、独自の特長に着目している日本の企業と、

ユビキタスネットワークを従来のネットワークの延長

線上としてとらえている米国の企業の差が現れている

ものと考えられる。
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（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

※　事業者向け企業における比率 

【従来のネットワーク機能の 
更なる高度化】 

【機器端末の高度化】 【ユビキタスネットワークならではの特長】 
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図表③ ユビキタスネットワークの持つ特長の中で、事業・業務に影響を与える特長の日米比較※
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高度情報通信ネットワークは活用範囲が広がるにつれてその真価を発揮

1 情報通信ネットワーク環境の発展と事業・業務

の高度化の過程

現在、我が国の企業における情報通信ネットワーク

の利活用の段階は、ブロードバンド・モバイルネット

ワークの普及・活用が浸透し、新たな情報通信機器・

端末・ツールの活用が始まりつつある状態にある。

平成5年に我が国で商用インターネットサービスが

開始され、平成15年末にはインターネット利用者が

7,330万人に達している。また、携帯電話の加入数も平

成15年度末には8,152万、携帯インターネット契約数は

6,973万となった（1-1-1（2）（P.9）参照）。我が国の各

種企業においても、インターネット、携帯電話をはじ

めとする情報通信ネットワークを活用し、様々な消費

者向けサービス提供や、自社業務の効率化等が図られ

てきた。インターネット上における商品販売サイトの

構築や、取引先との間の受発注、資材の調達、在庫管

理、製品の配送までを情報通信システムを使って総合

的に管理するサプライチェーンマネジメント等が、そ

の活用例として挙げられる。

さらに、ここ数年、インターネット回線の広帯域

化・低廉化、パソコン・携帯端末等の情報通信機器の

高機能化・低価格化等により、情報通信ネットワーク

の質的・量的な高度化が進んでいる。例えば、当初は、

ナローバンドのダイヤルアップ回線にパソコンをつな

ぐ、という利用形態が主流だったインターネットも、

回線の広帯域化、携帯インターネットの普及により、

大容量コンテンツの利用や外出先でのインターネット

利用が、一般消費者にとって当たり前になりつつある。

これを受けて、ブロードバンド・モバイルネットワー

クを活用した消費者向けのサービス事業を展開する企

業も増加し、市場も拡大している（1-3-3（1）（P.79）

参照）。

また、現在、多くの企業ではブロードバンド回線を

導入すると同時に、各種携帯端末を業務に積極活用し

て、業務の効率化や企業間ビジネスの高度化・高付加

価値化に取り組んでおり、企業内・間業務においても

ブロードバンド・モバイルネットワークの進展による

メリットが生まれている（1-3-1（3）図表③（P.67）参

照）。

電子的物流管理 リアルタイム物流管理 

バーコードとデータ 
ベース内の情報が対応 

物流事業者 

メーカ－ 中間事業者 

小売事業者 

人的物流管理 

受発注 

受発注 トレーサビリティ 

検　品 

検　品 

紙の受発注書、 
納品書を交換 

EDIで受発注を実施 

自社データベースと連動したバーコード 
をハンディターミナルで読み取り検品 目視で検品 

自社商品 
情報データ 
ベース 

各拠点での電子タグ読み取りにより 
荷物の情報をリアルタイムで共有 

商品に貼付した電
子タグから在庫情
報をリアルタイム
に把握、在庫量に
応じて自動的に受
発注 

（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」

自社商品 
情報データ 
ベース 

4043 12060

自社商品 
情報データ 
ベース 

図表① 企業間取引における情報通信ネットワーク活用の進展
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このようなブロードバンド・モバイルネットワーク

活用の進展とともに、新しい情報通信ネットワーク活

用の萌芽が我が国で生まれつつある。

例えば、電子タグ、非接触型ICカードは、業務の効

率化や高付加価値サービスの提供を可能とするツール

として、既に一部の企業で実用化されている（1-2-2

（2）（P.49）、1-3-2（1）（P.68）参照）。現在、様々な分

野における実証実験が各種企業によって行われてお

り、今後一層浸透が進むと考えられる。

また、カー・ナビゲーション・システム、家庭用ゲ

ーム機器、テレビ等、従来は単独で用いられていた機

器が、新たにネットワークに接続することで、新しい

サービスが利用可能となっている。加えて、放送のデ

ジタル化、テレビへのネットワーク機能の付与、携帯

電話端末によるデジタル放送受信等、今後は通信と放

送とを連携した様々なサービスの展開が本格化すると

予想されており、様々な分野の企業が、ネットワーク

接続・デジタル放送との連携等を活用したサービスを

検討している。

2 高度情報通信ネットワーク環境を活用したビジ

ネス・サービスの今後の展開

こうした高度化の動きは、個々の情報通信ネットワ

ーク・機器・端末・サービスの高度化にとどまらな

い。今後、企業は、従来の回線や端末、通信容量の壁

を乗り越えて、多様な端末環境に向けてサービスを提

供することが可能となる。また、新しくネットワーク

に接続される様々な機器、電子タグ、非接触型ICカー

ドを活用して、その人・モノに応じたサービスを展開

できるようになるほか、モノとモノとが直接通信しあ

うことにより、一層の業務効率化や消費者向けサービ

スの付加価値の向上を図ることが可能となり、あらゆ

る分野においてビジネス・サービスの形態が変化する

ことが予想される（図表①、②）。
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異常を警備会社や家主に通知 家庭内のルーターで宅内 

のネットワークを一元化 

デジタル 
放送局 
デジタル 
放送局 

ネットワークゲーム 

ネット対応 
液晶端末 

エアコン 
風呂 

家庭内ルーター 

警備会社 

冷蔵庫 

デジタル 
カメラ 

デジタルTV

 DVDレコーダー 

ブロードバンド 

デジタル家電 

情報家電 

遠隔操作 

デジタル 
放送 

ホームセキュリティ 
システム 

ブロードバンドで 
大容量コンテンツを 
ダウンロード 

外出先から携帯電話で 
宅内の機器を操作可能 

（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

今まで通信機能を持たなかった 
白物家電等も通信機能を持つようになり、 

遠隔操作可能化 

図表② 家庭内における情報通信ネットワーク活用の進展
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3 事業・業務における更なるネットワークの活用

に向けて

先進的な取組を行っている企業によるユビキタスツ

ールの活用が着実に進みつつある一方で、多くの企業

においてはユビキタスツールの導入はまだ始まったば

かりであり、他のブロードバンドやモバイルネットワ

ークの活用状況とは開きがある。また、先進的な取組

を行っている企業に対するヒアリングにおいても、ユ

ビキタスツールの本格的な活用が始まるのはこれから

であるという意見が聞かれた。

企業全体に対するアンケートや、先進的な取組を行

っている企業へのヒアリングに基づき、今後の企業

内・企業間業務及び消費者向けサービスにおける高度

情報通信ネットワーク活用の進展について考察する

と、以下のような段階を経て活用が進んでいくものと

考えられる（図表③）。

第一段階：高度情報通信ネットワーク環境を構成す

るインフラの個別導入の進展

現在、ブロードバンド・モバイルネットワークは導

入が着実に進んでおり、この動きは今後も順調に進ん

でいくと考えられる。他方、ユビキタスツール（電子

タグ、非接触型ICカード等）の進展も、今後の機器の

低廉化等に伴い徐々に進展するが、こうしたユビキタ

スツールの利用は、初期段階では特定業務中心（個別

最適）や単一の企業内の環境下での導入にとどまり、

その導入の狙いも業務スピード向上といった業務効率

化に向けた動きが中心となると考えられる。また、消

費者向けのユビキタスツールを活用したサービスに関

しても、非接触型ICカードを用いた駅の自動改札サー

ビス等、単独の分野・企業における活用が多い状況に

ある。

第二段階：高度情報通信ネットワーク環境による業

務間最適化・インフラ間連携（業務横断

的利用の促進及び個々のインフラ間をま

たがるサービスの提供開始）

今後、ユビキタスツールを活用した情報通信システ

ムが、成功を収め効果を発揮していくにつれ、いくつ

かの単独業務での導入にとどまっていた各種高度情報

通信ネットワーク環境上のアプリケーションが、サプ

ライチェーンマネジメントの構築や製造部門と調達部

門の情報連携等、業務横断的に利用されるようになる。

そのことにより、更なる業務効率化、業務スピード向

上につながっていく。また、消費者向けサービスも、

非接触型ICカード埋込型携帯電話を活用したキャッシ

ュレス決済等、個々のインフラ間をまたがるサービス

の提供が行われていく。

（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」 

キーワード 

企業内・ 
企業間 
活用例 

消費者向け 
サービス例 

第一段階 第二段階 第三段階 

高度情報通信ネットワーク環境
を構成するインフラの個別導入
の進展 

・ブロードバンド 
　→CADデータの等大量業務データの 
　ダウンロード 
・モバイルネットワーク 
　→モバイル営業支援システム 
・ユビキタスツール 
　→ファクトリーオートメーション 

・サプライチェーンマネジメントの
構築による自社内業務横断的な情
報共有 
・自社内情報を取引先と共有 
・電子タグによる検品結果情報と発
注システムとの連動 

・電子タグによる情報共有が複数の企
業・業界間の標準となり、生産者～
物流～卸～小売～消費者まで一貫し
た情報共有の実現（業界横断トレー
サビリティシステムの実現） 

・ブロードバンド 
　→音楽配信サービス 
・モバイルネットワーク 
　→着信メロディサービス 
・ユビキタスツール 
　→非接触型ICカードによる駅の
自動改札サービス 

・電子タグを取り付けた園児をネットワ
ークカメラにて追跡し、ブロードバン
ドネットワークを介して映像配信 
・携帯電話に非接触型ICカードが埋
め込まれることによるキャッシュ
レス決済の実現 

・生産時の農薬使用状況～キャッシ
ュレス決済～冷蔵庫内での鮮度管
理～賞味期限切れ食品廃棄のゴミ
分別指示等、生活のあらゆる場面
でのサービスの提供 

高度情報通信ネットワーク環境
による業務間最適化・インフラ
間連携 

ユビキタスネットワークの社会
基盤化 

図表③ 企業内・間業務及び消費者向けサービスにおける高度情報通信ネットワーク環境活用の発展プロセス
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第三段階：ユビキタスネットワークの社会基盤化

（企業・業界を越えた利用促進、個々の

インフラが有機的に連動したサービスの

更なる高度化の進展）

自社の異なる部門や取引先との連携にとどまってい

た個々のインフラを利用した情報システム・サービス

が、企業・業界の垣根を越えた標準化等の整備が進展

することにより、例えば、製造（生産）－物流－卸－

小売といった、複数の企業による一貫した情報流通が

可能となる。

こうした標準化等による一貫した情報流通が実現さ

れた結果、従来は単独のサービスが提供されるにとど

まっていた消費者向けのユビキタスサービスが、生活

全般をサポートすることが可能となる。例えば、生鮮

食料品全般に電子タグが取り付けられ、生産者情報か

ら価格までが閲覧できるようになることで、売り場で

の農薬使用方法等の確認からキャッシュレス決済まで

が可能となり、さらに冷蔵庫での食料品の鮮度管理や

賞味期限切れの際のゴミ分別指示等、消費者向けのサ

ービスも「点から線」につながることで、社会基盤と

して消費者の日常生活に浸透すると考えられる。

ユビキタスネットワークは、従来のネットワークが

さらに高度化した上で、固定・移動通信、通信・放送

といった個別のネットワークや機器・端末が連携・融

合することにより、より自由度の高いサービス・コン

テンツ流通を技術的に可能としている。しかし、その

真価を企業が享受するためには、単に自社メリットの

みならず、業務横断・業界横断的な視点はもちろん、

消費者にもメリットがあるサービスが提供できなけれ

ば、業界全体のシステム導入や消費者の活用は進まず、

ネットワーク活用のための投資に見合うメリットが望

めなくなる。

日本の企業は、各種業務への情報通信ネットワーク

の導入率が米国と比較すると相対的に低い傾向にあ

り、導入が遅れている業務分野も見られる（図表④）。

今後引き続き、ネットワークの活用を進展させ、企

業がメリットを享受し、ひいては消費者を含めてメリ

ットを享受できるようなサービスシステム・インフラ

を構築するためには、各企業が従来以上に幅広い業務

範囲について、単なる効率化のみならず高付加価値化

を見据えた情報通信システムの活用を検討するととも

に、業界・社会全体で一貫して活用されるサービス構

築を念頭におく必要がある。

平成16年版　情報通信白書

（出典）「企業のユビキタスネットワーク利用動向調査」

※　当該業務のある事業者向け企業における比率 
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高度情報通信ネットワーク環境の進展とともに多様な市場が活性化

1 進展する高度情報通信ネットワーク環境と各種

ビジネス・サービスの動向

ここ数年のブロードバンド・モバイルネットワーク

の急速な普及や、情報通信技術の高度化を背景に、高

度情報通信ネットワーク環境を活用した様々なビジネ

ス・サービス市場が成長している。また、高度情報通

信ネットワーク環境の基盤となる高性能な情報通信関

連機器の市場も急拡大を遂げている。

（1）ブロードバンドの普及に伴う電子商取引等の

活性化

情報通信インフラの高度化・低廉化により、平成15

年末には自宅のパソコンからインターネットを利用し

ている世帯の47.8％がブロードバンド回線を利用して

いる（1-1-1（1）図表②（P.5）参照）。生活の基盤とし

て定着したインターネットを活用して、あらゆる業種

の企業がインターネットビジネスを本格化させ、売上

を拡大させている。

消費者向け（B2C）の電子商取引の市場規模は、平

成15年には1兆9,117億円（対前年比20.5％増）、事業者

向け（B2B）の電子商取引の市場規模は77兆4,309億円

（同67.2％増）となっている（図表①、②）。また、ブロ

ードバンドの普及により、インターネットコンテンツ

市場も順調に拡大しつつあり、平成15年における個人

向けパソコンインターネットコンテンツの市場規模は

14年の1.75倍になっていると推計される（図表⑤）。イ

ンターネットによる株式取引の売買代金は、平成15年

度下半期には50.0兆円（対前年同期比3.5倍）、証券会

社による株式委託取引総額の21.6％（同8.9ポイント増）

を占めており、インターネットを通じた金融取引も

年々盛んになってきている（図表③）。

（出典）「ITの経済分析に関する調査」
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図表① 消費者向け電子商取引市場（B2Ceコマース市
場）の推移

（出典）経済産業省、電子商取引推進協議会、NTTデータ経営研究所 
「EC実態・市場規模調査」 
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図表② 事業者向け電子商取引市場（B2Beコマース市
場）の推移

（出典）日本証券業協会「インターネット取引に関する調査結果（平成16年3月末）について」 
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インターネットコンテンツ市場の推計方法とその推移については、資料1-3-2(P.299)参照

（2）情報通信機器の小型化、携帯端末を活用した

電子商取引等の進展

従来、インターネットは、家庭のデスクトップ型パ

ソコンから利用されることが多かったが、ノートパソ

コンの高性能化・低価格化により、パソコン市場にお

けるノートパソコンの比率が上昇している。パソコン

の国内向け出荷台数に占めるノートパソコンの比率は

年々増加する傾向にあり、平成13年には50％を超え、

15年には55％となった（図表④）。

また、携帯電話・PHS向けのコンテンツの充実、携

帯端末の高機能化により、携帯電話端末向けのインタ

ーネットコンテンツ市場が拡大している。平成15年の

携帯電話を利用したインターネットコンテンツの市場

規模は14年の1.37倍に増加していると推計される（図

表⑤）。

（3）高度な技術を生かした情報通信関連機器の急

速な普及・売上拡大

昨今の情報通信技術の進展により、高性能な情報通

信関連機器が急速に普及している。こうした動きは、

高精細・高音質なデジタル放送や各種デジタルコンテ

ンツの活用を促進するとともに、家電・機器・端末同

士がネットワークでつながることによって様々なコン

テンツ・サービスがあらゆる場所・端末によって利用

可能となるユビキタスネットワーク環境の基盤を形成

しつつある。

例えば、DVDビデオの国内出荷台数はビデオテープ

レコーダーを逆転し、平成15年には520万台（対前年

比54.0％増）となった（図表⑥）。また、液晶カラーテ

レビ・プラズマディスプレイテレビ（PDPテレビ）を

合計した薄型テレビの国内出荷台数は、平成15年に

177万台（対前年比47.7％増）となり急速に販売台数が

拡大している（図表⑦）。平成15年6月からは地上デジ

タル放送対応テレビも販売されており、地上デジタル

放送が開始された同年12月までの約半年間で44万台が

出荷され、売上も好調である。携帯電話も、高精細な

付属カメラや、第3世代移動通信システム対応等によ

る高機能化が進んでおり、対前年同期比で増加の傾向

にある（図表⑧）。
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日本のメーカーが強い競争力を有している高性能な

製品は（1-1-2図表①（P.21）参照）、国内のみならず海

外での需要も大きく、その輸出金額も増大しつつある。

ブラウン管以外の放送用カラーテレビの輸出単価・金

額の推移を見ると、液晶カラーテレビやPDPテレビを

含む薄型テレビの影響により、ここ数年で輸出単価・

金額ともに増大しつつある（図表⑨）。

2 高度情報通信ネットワーク環境の進展と企業業

績・日本経済の復調

高性能な情報通信関連機器の売上の増加や、事業の

再構築等の企業努力等により、企業の株価・業績に明

るい動きが見られるようになった。株価について言え

ば、通信業・電気機器メーカーの株価は、平成12年初

頭のITバブルの崩壊後、15年の3～4月まで下落を続け

たが、その後反転しつつある（図表⑩）。また、主な通

信業・電気機器メーカーは、平成15年度決算において

対前年度比で増収・増益となった（資料編1-3-3（P.299）

参照）。

高性能な情報通信関連機器等の市場の活性化、設備

投資の拡大、輸出の増大等に支えられ、日本の景気は

着実に回復しつつある。実質GDP成長率も好転し、平

成15年（2003年）には3年ぶりに年間を通じてプラス

成長を達成した（図表⑪）。

（社）電子情報技術産業協会資料により作成 
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図表⑧ 携帯電話の国内出荷台数の推移

（出典）「ITの経済分析に関する調査」 
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図表⑨ カラーテレビ（ブラウン管除く、放送用のも
の）の輸出単価・金額の推移（平成13年第1四
半期を100として指数化）

※　TOPIXとは、東京証券取引所一部上場全銘柄を時価総額を基準時の時価総額を
100として指数化したもの。「TOPIX電気機器」は電気機器業等の指数。「TOPIX
通信業」は通信業等の指数 
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図表⑩ 我が国における株価指数の推移※（平成14年4
月を100として指数化）
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図表⑪ 日米における実質GDP成長率の推移（前期
比：季節調整済み）
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3 高度情報通信ネットワーク環境の発展と今後の

市場の展望

高度情報通信ネットワーク環境の発展に伴う各種市

場の拡大は、情報通信インフラの形成、情報通信関連

需要の増大、各種企業による新規製品・サービス提供

という好循環が、高度情報通信ネットワーク環境進展

の潮流の中で生まれる一例としてとらえることができ

る。

ネットワーク環境において、日本は世界で最も低廉

なブロードバンド環境が実現しており、また、高機能

な第3世代携帯電話において、日本は世界をリードし

ている。さらに、高性能な情報通信関連機器の製造技

術において、日本企業は極めて強い技術力を有してお

り、各機器・部品市場において大きな世界シェアを占

めている（図表⑫）。こうしたネットワーク環境・技術

力を背景に、高度情報通信ネットワーク環境は、これ

からも引き続き進展していく見通しである。

また、平成15年において、インターネット関連消費

やネットショッピングに対する支出額は対前年比で30

～40％以上増加しており、ネットワーク・デジタル機

器関連消費や携帯電話関連消費も10％以上の増加とな

っている（図表⑬）。こうした高度情報通信ネットワー

ク環境を活用して提供される新しいサービス・商品に

対して、消費者は強い需要を示しており、今後もこれ

らの分野を中心に大きな需要が生まれる可能性がある

ことを示唆している。

さらに、企業による先進的な商品・サービスの提供

や旺盛な消費者ニーズの下、カメラ付き携帯電話、携

帯インターネット、非接触型ICカードによる交通機関

の自動改札サービス等、日本・日本企業から生まれた

数々の先進的な情報通信関連商品・サービスが、世界

でも拡がりを見せている（1-2-2（2）（P.49）参照）。こ

れは、世界でもトップクラスの高度情報通信ネットワ

ーク環境を活用して、我が国のみならず世界中で活用

される新たな商品・サービスが生まれる土壌が、我が

国に形成されつつあることを示している。

今後も、高度なネットワーク環境を活用し、消費者

のニーズをとらえた新しいビジネス・サービス・製品

が、各種市場で拡大し、日本経済を下支えするととも

に、世界中で活用されることが期待される。
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※　富士キメラ総研資料より作成 
※　CCD…カメラ付き携帯電話等の小型カメラに用いられるセンサー素子 
※　非球面レンズ…カメラ付き携帯電話の小型カメラ等に用いられるレンズ 
※　半導体レーザー…DVD等の光ディスクの読み書きやバーコードリーダー等に利
用される波長のレーザーを発振するものを対象 

「ネットワークの現状と課題に関する調査」により作成 
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図表⑫ 日本企業の情報通信関連部品※・機器における
世界シェア（出荷ベース、2002年）

※　各項目の内容は資料編1-3-4参照 

総務省「家計消費状況調査（総世帯・全世帯）」により作成 
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図表⑬ 高度情報通信ネットワーク関連サービス・機
器に対する消費額※の推移（世帯平均、14年1
～3月平均を100として指数化）
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ユビキタスネットワーク関連市場規模は平成22年（2010年）で87.6兆円

高度情報通信ネットワーク環境が発展する過程にお

いては、情報通信関連機器、ネットワークサービス等、

将来のユビキタスネットワークを支える各産業はもち

ろんのこと、情報通信ネットワークの抱える様々な問

題によってネットワーク活用が限定的であった企業

が、新たにネットワークを活用してサービスを展開し、

さらには新規ビジネスやサービスを創出することで、

日本経済を活性化させていくと考えられる。

将来のユビキタスネットワークを支えるインフラ・

ネットワークサービス・情報通信関連機器・プラットフ

ォームの市場規模及び高度情報通信ネットワーク環境

を活用して進展するサービスや商取引等の市場規模（注）

（ユビキタスネットワーク関連市場）を推計すると、

平成19年（2007年）には59.3兆円、平成22年（2010年）

には87.6兆円になる見通しである。平成15年と比較す

ると、22年のユビキタスネットワーク関連市場は3.1倍

になると予測される（図表①、②）。

（出典）「ITの経済分析に関する調査」 
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図表① ユビキタスネットワーク関連市場規模の将来推計

（注）国内需要に関して推計。なお、ユビキタスネットワークを活用することで利便性が増すことによる売上上昇効果やコスト削減効果については、
本推計には含まれていない
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ユビキタスネットワーク関連市場規模及び全産業への経済波及効果の推計方法については、資料編1-3-
5（P.300）参照

また、ユビキタスネットワーク関連市場（最終需要

分）が全産業に及ぼす経済波及効果（生産誘発効果）

を推計すると、平成22年（2010年）に全産業に及ぼす

経済波及効果は120.5兆円と推計される（図表③）。こ

のように、ユビキタスネットワークは、我が国の経済

に大きな影響を与えると予想される。
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プラットフォーム 

 

サービス・コンテンツ 

 
 

コマース 

高度情報通信ネットワークを活用したサービスを提供・活用するにあたっての、企業等の設

備投資額（ソフト・ハード（機器・端末市場を除く。）） 

広帯域有線・無線通信、IP利用による先進的ネットワークサービス 

各種高速固定ネットワークサービス（DSL、ケーブルインターネット、FTTH、IP-VPN、広域イーサネット
等）、モバイルネットワークサービス（携帯電話、公衆無線LAN等）等 

高度情報通信ネットワーク環境を活用するにあたり基盤となる機器・端末 

各種情報通信機器（パソコン、各種携帯端末、情報家電、カー・ナビゲーション・システム、電子タグ、非
接触型ICカード等） 

高度情報通信ネットワーク環境を活用するにあたり共通基盤的に提供されるサービス 

電子認証、電子決済、ASP、iDC、CDN、セキュリティ関連等 

高度情報通信ネットワーク環境を活用して利用されるサービス・コンテンツ 

遠隔健康管理サービス、遠隔モニタリング、位置情報サービス、ｅラーニング、インターネットコンテンツ、
デジタル放送等 

消費者向け電子商取引及び電子タグや非接触型ICカードを用いてキャッシュレス決済される

商取引市場 

消費者向けインターネットショッピング（B2Ceコマース）、電子タグ、非接触型ICカード等を利用した実
店舗ショッピング、非接触型ICカードを利用した公共交通機関決済等 

図表② ユビキタスネットワーク関連市場の内容

※　商業はマージン（販売手数料）分のみを算入 

図表②、③　（出典）「ITの経済分析に関する調査」 

その他 
（11兆9,242億円） 

ユビキタス 
ネットワーク関連 

市場規模 
87.6兆円 

対事業所サービス 
（7兆8,173億円） 

金融・保険 
（7兆9,001億円） 

運輸 
（8兆5,812億円） 

商業※ 
（14兆1,390億円） 

製造業 
（除く情報通信産業） 
（25兆85億円） 

情報通信産業 
（45兆1,552億円） 

経済波及効果（生産誘発額）・・・120.5兆円 
 
 

図表③ ユビキタスネットワーク関連市場の経済波及効果（平成22年（2010年）に全産業に及ぼす生産誘発額）


